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1 FRAND : Fair, Reasonable, And Non-Discriminatory 
2 ここにいう標準必須特許権者は、標準化団体に加盟して団体のメンバーとなっている特許権者のことを
さす。 

































































                                                   
4 JISC: Japanese Industrial Standards Committee. ANSI: America National Standards Institute. 
SAC: Standardization Administration of China. 
5 ISO: International Organization for Standardization. IEC: International Electro-technical Commission. ITU: 
International Telecommunications Union. 
6 この三つのパターンの分類は、日本弁理士会中央知的財産研究所研究報告第 14 号（平成 17 年 1 月 31
日・以下研究報告という）8 頁に参照するものである。 
7 強制的標準が標準に含まれないという説もある。日本工業調査会（JISC）のホームページ
（https://www.jisc.go.jp/index.html Web 参照日 2014 年 3 月 6 日）によると、標準には、強制的なも
のと任意のものがあるが、一般的には任意のものを「標準（＝規格）」と呼ぶとされている。また、貿易
標準の種類 策定機関・組織 強制力の有無 代表例 
強制的標準 標準化管理機関 有 衛生・安全標準 
公的任意標準 標準化組織（SSO） 無 MPEG2 標準  
フォーラム標準 有力企業ら 無 DVD 標準 





































（中国知的財産権ネット http://www.cnipr.com Web 参照日 2013 年 11 月 6 日） 
10 本稿では、中国国家標準化委員会特許政策（SAC パテントポリシー）と呼ぶこともある。 
11 中国「特許に係る国家標準に関する管理規定（暫定）」（2014 年 1 月 1 日施行）第 14 条。 
12 前掲「管理規定」第 15 条。 
13 前掲「管理規定」第 16 条。 
14 ここにいう「公平、合理且つ非差別」は、本稿は、中国版「FRAND(Fair, Reasonable, And 
Non-Discrimination)条項」と解し、以下「FRAND 条項」という。 

















ガス保安法、薬事法など計 177 件に上る19。つまり、JISC が制定した日本工業標準（JIS）
には、任意標準と、法規採用による強制力が付与される強制的標準と両方が含まれている。
また、JIS の制定やその普及を円滑に進めるため、JISC 標準部会において「特許権等を含



















20 前掲 JISC ホームページ参照。(Web 参照日 2014 年 3 月 6 日) 
21 ライターの事例のニュースソウス： 




EU のライター産業界は、かつて（2000 年前後）EU 域内のライターメーカーと、海外の
メーカーが、それぞれバランスよく市場シェアを持っていた。しかし、中国の WTO 加盟
により 2001 年から、中国メーカー製作の低価額（売価約１ユーロ）ライターの EU への
輸出が行われ、EU 市場シェアの 8 割を中国のライターメーカーが占めた。中国製ライタ
ーの輸入に打撃を受けて、EU は、域内のライターメーカーの要求に応じ、ライターの安






















                                                   
22 本稿にいう「公的任意標準」は、「公的標準」と呼ばれる場合もある。 
例：前掲研究報告では、公的標準と呼ばれる。 
23 日本では W-CDMA(Wideband Code Division Multiple Access)と称されている。 
UMTS 規格は、国際民間団体 3GPP によって策定された。3GPP は、UMTS と GSM（Global System for 
Mobile communications） の発展型ネットワークを基本とする第三世代携帯電話(3G)システム及びそれ
に続く第 4 世代移動通信システムに対応する仕様の検討・作成を行う標準化プロジェクトであり、1998




























 フォーラム標準の代表的例として DVD26標準が挙げられる。DVD 標準は、それまで互
いに標準化を目指し争った、東芝・パイオニア連合が提唱する SD 規格27と、ソニー・フ
ィリップス連合が提唱する MMCD 規格28を、1994 年の時点で、両者を合わせる形で一本
化され、上記 4 社に日立、松下、三菱、タイムワーナー、日本ビクター、トムソンといっ
た 6 社を加えた 10 社で DVD-ROM 規格が発表され、二つのパテントプール（DVD-3C パ
テントプール29と DVD-6C パテントプール30）が形成された。そして、パテントプールの
構成員間でクロスライセンスすることに合意して、この構成員以外の企業からはロイヤリ
                                                   
26 DVD は、Digital Versatile Disc（デジタル多機能ディスク）を意味する。 
第 1 世代光ディスクである CD（コンパクトディスク）に対し、DVD は動画を収録可能な第 2 世代光デ
ィスク「Digital Video Disc」として開発された。当初は日本家庭用のビデオ規格である VHS（Video Home 
System）の置き換え需要などが主に想定されていたが、機能はビデオだけに限定されないことも指摘さ
れたから、この名称には疑問の声が出てきた。そこで、video の代わりに versatile（多機能）を用いる
ことで「Digital Versatile Disc」へと変更になった経緯がある。 
27 SD(Super Density Disc)規格、DVD 登場前の 1990 年代初、東芝・パイオニア連合による赤色レーザ
ーを使って開発された第 2 世代光ディスク媒体の規格の一つである。 
28 MMCD（Multimedia Compact Disc）規格、同じく 1990 年代初、フィリップス・ソニー連合によっ
て開発された CD より高密度の第 2 世代光ディスク媒体の規格の一つである。 
29 3C は、3C 標準とも言え、3C パテントプールのライセンス主体は、ソニー、フィリップス、パイオニ
アである。 







レーヤー産業である。1990 年代後半に中国の DVD プレーヤー産業は、急速に成長し、2000
年前後には既にその DVD プレーヤーの出荷量が世界の第三位まで上昇した。しかし、中
国の DVD メーカーは上記の DVD-ROM 規格に準拠していたにも拘らず、6C と 3C には

















 事実上の標準の代表例として、国際標準であるマイクロソフト社の Windows OS32及び
国内標準である日本のビデオ VHS 規格33などが挙げられる。 
                                                   
31 前掲研究報告 11 頁。 





等で独占禁止法に問われるなどの問題も引き起こした。（前掲研究報告 13 頁より） 
33 1970 年代から 80 年代にかけて、日本では家庭用ビデオの規格にソニーが提唱したベータマックス規




 ベータマックス規格と VHS 規格の一番違いは、録画時間の長さ（ベータマックス 1 時間・VHS2 時間）
と画質（ベータマックスは VHS より高画質）であったが、VHS 陣営は、この録画時間が長いという長
所をさらに発展させ、1997 年には松下電器が、4 時間録画に対応した製品を開発、米国での市場ニーズ





































になった。（前掲研究報告 11 頁より） 
34 前掲研究報告 36 頁。 
35 和久井理子『技術標準をめぐる法システム』2010 年 商事法務 158 頁。 
36 SEP(Standard-Essential Patent)、標準化必須特許と、または標準必須特許とも呼ばれる。 
37 加藤恒『パテントプール概説－技術標準と知的財産権問題の解決策を中心として（改訂版）』2009 年 発
明協会 56 頁。 



























                                                   
39 European Telecommunication Standard Institute (ETSI) IPR Policy 
（http://www.etsi.org/WebSite/document/Legal/ETSI%20IPR%20Policy%20November%202011.pdf） 
“15.Definitions 6.ESSENTIAL as applied to IPR means that it is not possible on technical (but not commercial) 
grounds, taking into account normal technical practice and the state of the art generally available at the time of 
standardization, to make sell, lease, otherwise dispose of, repair use or operate EQUIPMENT or METHODS which 
comply with a STANDARD without infringing that IPR.”  
40 JEDEC MANUAL (JM21Q) 
（http://www.jedec.org/sites/default/files/JM21Q.pdf） 
“Essential Patent Claims: Those Patent claims the use of which would necessarily be infringed by the use, sale,  
offer for sell or other disposition of a portion of a product in order to be complaint with the required portions of a 
final approved JEDEC Standard.” 
41 IEEE-SA Standards Board Bylaws 
 （http://standards.ieee.org/develop/policies/bylaws） 
“6.1 Definitions “Essential Patent Claims” shall mean any Patent Claim the use of which was necessary to create a 
complaint implementation of either mandatory or optional portions of the normative clauses of the Proposed IEEE 
Standard when, at the time of the Proposed IEEE Standard’s approval, there was no commercially and technically 
feasible non-infringing alternative.” 
42 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」日本取引委員会 平成 19 年































                                                   
43 『Antitrust Enforcement and Intellectual Property Rights: Promoting Innovation and Competition』 
issued by the U.S Department of Justice and the Federal Trade Commission. April 2007. （page77） 
“The Department has stated that if several patented technologies could be used to comply with part of a standard,  
then including any of these technological substitutes in the pool could raise competitive concerns. The Agencies 




必須特許問題研究」『知識産権』（2011 年 02 期）。 
46 標準化組織自身が、必須特許の調査・選定を行う一つの例もある。米国の電信工業連合（TIA）の場合、
TIA は関連する企業に標準に関わる特許情報を収集している旨を発表し、若し情報がもたされた場合には、






























                                                   
47 現在、日本での必須鑑定は、シティユーワ法律事務所(東京)の弁護士が担当している。 
シティユーワ法律事務所のホームページ参照。（http://www.city-yuwa.com/attorneys/HideoOzaki.html 




（http://www.ip-adr.gr.jp/business/decision-required Web 参照日 2014 年 3 月 8 日）。  
48 2008 年、フィンランドのノキア会社とアメリカの Inter Digital 会社との特許訴訟で、イギリス高等裁
判所は、Inter Digital 会社の係る三つの特許又は一つのクレームが ETSI による策定された 3G UMTS
標準に対して必須ではないという判断をした。それは技術標準に関わる特許の必須性に対して初めての判
決である。（http://www.sipo.gov.cn/dtxx/gw/2008/200804/t20080401_353827.html Web 参照日 2014 年
3 月 8 日） 
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２．１．１ 欧州電気通信標準協会 (ETSI) 
 ETSI は、欧州の電気通信事業に携わる標準化組織であり、1988 年に欧州委員会および
                                                   
49 SSO とは、Standard Setting Organizations の略である。 
50 スマートフォン業界の最大手、米アップル社と韓国サムスン電子が知的財産権を巡ってグロバールな
訴訟を展開している。最初に訴訟を提起したのがアップルで、2011 年 4 月にサムスンを特許や商標の侵
害で訴えた。それに対して、サムスンがすぐに反撃し、モバイル通信関連の特許侵害を主張してアップル




サムスン電子は、2011 年 4 月 21 日に、アップル社による係る製品の生産、輸入、譲渡等の行為が対
象特許権の直接侵害又は間接侵害（特許法 101 条 4 号、5 号）を構成する旨主張して、特許法 102 条に
基づく差止請求権を被保全権利として、アップルに対し、係る製品の生産、譲渡、輸入等の差止め等を求
める仮処分命令の申立て（東京地方裁判所平成 23 年（ヨ）第 22027 号事件）をした。 
それに対し、アップル社は、2011 年 9 月 16 日に、サムスン電子に対して、アップルが生産、販売、
輸入等する係る製品に対してサムスンは対象特許権（第 4642898 号）侵害を理由とする損害賠償請求権
を有しないことの確認を求めて（東京地方裁判所 平成 23 年(ワ)第 38969 号 債務不存在確認請求事件）
提訴した。 
東京地裁は、2013 年 2 月 28 日に判決を下し、アップル社に対象特許侵害の事実はあるが、サムスン
社の損害賠償請求権の行使は権利濫用である判断として、アップル社に対する損害賠償請求権の不存在を
主文のなかで確認していた（最高裁 HP） 
また、この判決に対して、サムスン社が、2013 年 4 月 15 日付で知財高裁に控訴をした。 






























                                                   
52 ETSI のホームページ（http://www.etsi.org/ ）に参照 (Web 参照日 2014 年 3 月 10 日)。 
53 ETSI is composed of: 
・A General Assembly, the highest decision making authority in ETSI 
・A Board, the executive arm of the General Assembly 
・Technical Bodies including Technical Committees, Special Committees, Projects and Partnership Projects 
・And a Secretariat which gives support to all the different entities in the Organization Chart 




















２．１．２ 第三代移動通信パートナーシッププロジェクト (3GPP)   
3GPP は、1998 年 12 月に、欧州の ETSI、米国の ATIS（米国電気通信標準化連合）、










                                                   
56 例えば、移動通信標準のなか、僅か過去約 20 年間で 1G 標準から、2G、2.5G、2.75G、3G、3.5G、
3.75G、3.9G、4G（2012 年認定）ないし 5G(開発中)まで更新し続いており、平均 2 年毎に新標準が生み
出されている状態である。   
57 上記ETSI、 ATIS、 ARIB、 TTC、 TTA、 CCSAといった六つの組織・団体が3GPPの「Organizational 
Partners」と呼ばれる。3GPP はあくまでも上記六つの組織・団体間の「Project」であり、法人格は持
たない。 
58 UMTS は、Universal Mobile Telecommunications System の略で、日本において W-CDMA といい、3G 通
信規格の一つである。 
59 GMS は、Global System for Mobile communications の略で、FDD-TDMA 方式で実現されている第二世代
携帯電話 (2G) 規格であり、世界のほとんどの国・地域で使用されていたが、日本、韓国では使用されて
いなかった。  
60 3GPP のホームページ参照（http://www.3gpp.org/  Web 参照日 2014 年 3 月 10 日）。 
61 The six 3GPP Organizational Partners - from Asia, Europe and North America - determine the general policy 
and strategy of 3GPP and perform the following tasks: 
Approval and maintenance of the 3GPP scope; Maintenance of the Partnership Project Description; Taking 
decisions on the creation or cessation of Technical Specification Groups, and approving their scope and terms of 
reference; Approval of Organizational Partner funding requirements; Allocation of human and financial resources 
provided by the Organizational Partners to the Project Co-ordination Group; Acting as a body of appeal on 




標準策定の仕組みは、企画協力部（PCG: Project Coordination Group）と四つの技術規






レルバージョン（Parallel Releases）64というシステムを使用し、合計 17 のバージョンを
開発した。 

















                                                   
62 The 3GPP Organizational Partners may invite a Market Representation Partner to take part in 3GPP, which: 
Has the ability to offer market advice to 3GPP and to bring into 3GPP a consensus view of market requirements 
(e.g., services, features and functionality) falling within the 3GPP scope; Does not have the capability and authority 
to define, publish and set standards within the 3GPP scope, nationally or regionally; Has committed itself to all or 
part of the 3GPP scope; Has signed the Partnership Project Agreement. (前掲ホームページより) 
63 四つの技術規範部（TSG）が、それぞれ①Radio Access Networks (RAN)、②Service & Systems Aspects (SA),
③Core Network & Terminals (CT) and ④GSM EDGE Radio Access Networks (GERAN)である。 
(前掲ホームページより) 
64 3GPP uses a system of parallel "releases" - to provide developers with a stable platform for implementation and 
to allow for the addition of new features required by the market. (前掲ホームページより) 
65 日本の公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（略称は公益法人認定法と略称・平成 18
年 6 月 2 日法律第 49 号）に、「公益目的事業」とは、「別表各号に掲げる種類の事業であって、不特定か






































                                                   
































                                                   
68 守倉正博「技術の多様性」参照 NTTDOCOMO テクニカル・ジャーナル Vol.20 No.1 
69 特許法 68 条「特許権者は、業として特許発明の実施をする権利を専有する」 
70 法定通常実施権。特許法上で定められた特定の条件下において、特許権を有していない人が特許発明
を実施することのできる権利を法定通常実施権と呼ぶ。法定通常実施権に該当する権利として、先使用権
（法 79 条）、無効審判の請求登録前の実施による通常実施権（法 80 条）、再審により回復した特許権の
通常実施権（法 176 条）、職務発明について使用者の有する通常実施権（法 35 条）などが挙げられる。 
71 通常実施権（法 78 条）。 




73 田辺徹「特許権の本質」パテント 2003 Vol56 No.10 62 頁参照 




























                                                   
75 拙稿「FRAND 条項に基づく標準化必須特許を巡る紛争解決について」『法研論集（第 150 号）』成文
堂（2014 年) 170 頁参照。 
76 国際及び欧米標準化組織では Intellectual Property Rights Policy (ETSI), Patent Policy 
(ITU/ISO/IEC) などと名付けていることから、「IPR ポリシー」、「知的財産の取扱い方針」、「特許政策」
などとも言われる。 









































 標準化組織に採用されたパテントポリシーには、一般に、次のようなものが含まれる81。  
                                                   
80 和久井『技術標準をめぐる法システム』260 頁参照 




・Guidelines for Implementation of the Common Patent Policy for ITU-T/ITU-R/ISO/IEC,   
Revision 1, 23 April 2012.  
・ETSI Intellectual Property Rights Policy, November 2011. 
・IEEE-SA Standards Board Bylaws, March 2012. 





















                                                                                                                                                     
・JEDEC Manual of Organization and Procedure, May 2010 
82 See ETSI Intellectual Property Rights Policy, part4.1.  
 “Subject to Clause 4.2 below, each MEMBER shall use its reasonable endeavors, in particular during the 
development of a STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION where it participates, to inform ETSI of 
ESSENTIAL IPRs in a timely fashion. In particular, a MEMBER submitting a technical proposal for a 
STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION shall, on a bona fide basis, draw the attention of ETSI to any of 
that MEMBER's IPR which might be ESSENTIAL if that proposal is adopted.” 
83 FRAND: Fair, Reasonable and Non-Discriminatory。また、標準化組織によって「RAND」又は「RF」な
どの表現でも使われているが、違いは言葉上のものに過ぎない。 
84 「undertaking」は、「引受け；約束；保証」と解されている（英米法辞典（中田英夫 東京大学出版社 
2006 年）873 頁参照）。本稿は、ETSI の IPR ポリシー原文の「an irrevocable undertaking in writing」を「取
消不能な書面確約」と訳す。他方、東京地裁 平成 23 年（ワ）第 38969 号 債務不存在確認請求事件の判
決文において、「取消不能な書面保証」と訳している（判決文 9 頁参照）。また、ここの「irrevocable 
undertaking」を FRAND「宣言」と訳された例も少なくないため、この点について、後術する。 
85 See ETSI Intellectual Property Rights Policy, part6.1-6.3. 
 “When an ESSENTIAL IPR relating to a particular STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION is brought to 
the attention of ETSI, the Director-General of ETSI shall immediately request the owner to give within three 
months an irrevocable undertaking in writing that it is prepared to grant irrevocable licenses on fair, reasonable and 
non-discriminatory(“FRAND”) terms and conditions under such IPR to at least the following extent” 
 “As long as the requested undertaking of the IPR owner is not granted, the COMMITTEE 
Chairmen should, if appropriate, in consultation with the ETSI Secretariat use their judgment as 
to whether or not the COMMITTEE should suspend work on the relevant parts of the 
STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION until the matter has been resolved and/or 
submit for approval any relevant STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION.” 
86 See Guidelines for Implementation of the Common Patent Policy for ITU-T/ITU-R/ISO/IEC, part1.1. 
“The Patent Policy encourages the early disclosure and identification of Patent that may related to 
Recommendations under development. In doing so, greater efficiency in standards development is possible and 
potential patent rights problems can be avoided. The organizations should not be involved in evaluating patent 






























                                                                                                                                                     









88 反対判決：アメリカ法において、パテントポリシーにある FRAND 条項を第三者のためにする契約と
見なし、契約の権利が第三者に及ぶと判断した判決がある。 
Microsoft vs. Motorola, C10-1823JLR 2012 Western District Court Of Washington, US 
89 パテントポリシー違反の一例として、米国の Rambus 社による特許不開示事件が挙げられる。 
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２．３．２ 「FRAND 宣言」との誤解  
前述のように、ETSI などの国際的標準化組織の IPR ポリシーは、FRAND 条項遵守の
書面確約について、原文で「undertaking in writing」90と明記している。この「undertaking」
は、英米法辞典（中田英夫 東京大学出版社 2006 年）で、「引受け；約束；保証」とされ
る。しかし、FRAND 条項の設定の経緯及び当事者間の権利義務関係を総合的考量の上、
本稿においてはそれを、FRAND 条項の「書面確約」であるととらえるものである。 
                                                                                                                                                     
Rambus Inc. v. FTC、 522 F. 3d 456 (D.C. Cir. 2008) 
Rambus 社は、高速チップインターフェイスの開発と設計を専門とする世界有数のテクノロジーライセ
ンス会社であり、JEDEC（半導体技術標準化組織）の会員でもあった。1992 年から、Rambus は JEDEC
に加入して新世代の高速メモリ SDRAM と DDR DRAM 標準の制定に参加した。1996 年に、Rambus
は JEDEC を脱退して、SDRAM と DDR DRAM 標準に係る特許を有すると表明した。その後、標準の
利用者に特許侵害として特許使用料を支払うよう求めた。2000 年に、Rambus は、合計７社が SDRAM
と DDR DRAM 標準に関わる特許を侵害しているとの訴えで米ヴァージニア州連邦地方裁判所に提訴し





判断した。2002 年に、FTC（連邦取引委員会）は Rambus が独占禁止法違反の疑いで調査をした。2006
年に、FTC は、Rambus が独占禁止法第２条及び連邦取引委員会法案第 5 条を違反し、詐欺の手段で
DRAM 標準を借りてメモリ市場を独占しようとするとの裁定を発表。そして、標準の利用者に特許使用
料を支払わないようアピールした。2008 年に、Rambus が FTC の裁定を不服としてコロンビア特区巡回
裁判所に上訴した。コロンビア巡回裁判所は FTC の裁定を取消した。理由：①JEDEC のパテントポリ
シー自身が明確ではなく、特許開示義務を明らかにしていなかったため、Rambus の沈黙には間違いがな
かった。②例え Rambus 社が当時は同社の持っている特許情報を開示したとしても、他の代替技術がな
かったため、係る標準に RAMBUS の特許技術を避けようにも避けられなかった 。FTC がコロンビア特
区巡回裁判所の判決を不服とし、最高裁に再審理の請求をした。2009 年に、米連邦最高裁判所が、FTC
の再審理の請求を棄却と発表した。 






























                                                   
91 「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」知財研（2012 年）48 頁や、「特集－標準規
格必須特許の権利行使をめぐる動き」ジュリスト(2013 年 9 月) 17 頁など、多数の論文・報告書に「FRAND
宣言」と使っている。 




っている。（久須本かおり「契約法理論の再構成を目指して(三)」名古屋大学法制論集 171 号（1997 年）
393 頁参照。） 
94 信頼利益の保護から「信頼理論」という法理が是認された例。 










書面で FRAND 条項の遵守を確約することが求められ、その確約は FRAND 確約書と呼ば
れる。 






































「契約締結義務説」によれば、FRAND 条項は、標準の利用者に対して FRAND 条件に



































                                                   
96 田村善之「標準化と特許権－RAND 条項による対策の法的課題－」において、FRAND 条項が、標準
の利用者に対して通常実施権を付与することを特許権者に義務でけるものであるかどうかについて、結論
が出されていないが、問題として指摘された。（知的財産法政策学研究（第 43 号）2013.11 73 頁。） 
97 民法（債権関係）部会第７１回会議（平成 25 年 2 月 26 日開催）において「中間試案」が決定。 
(法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900184.html 参照 Web 参照日 2014 年 4
月 15 日) 





































（石原全「約款法の基礎理論」一橋論叢 第 115 巻 第 2 号 (1996 年) 539 頁参照。） 
101 法務省のまとめた「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」の第 59 条の 3「条項使用者
に不利な原則」、および民法（債権関係）部会の取りまとめた「民法（債権関係）の改正に関する要綱案
の取りまとめに向けた検討（11）」の第 3 の 4「相手方に過大な不利益を与える契約条項の効力」を参照。 
（法務省ホームページからアクセス） 
102 佐成実委員「比較法資料（ドイツ約款規制法全訳）」、安永貴夫委員「民法（債権関係）部会資料 75







































                                                   
103 東京地裁 平成 23 年（ワ）第 38969 号 債務不存在確認請求事件。 
104 平野裕之『民法総則（第三版）』日本評論社（2011 年）97 頁参照。 





































                                                   
106 法 35 条、79 条、80 条、81 条、82 条、176 条参照。 
107 法 83 条、92 条、93 条参照。 











                                                   



































                                                   






111 四宮和夫『民法総則（第 4 版）』弘文堂（1986 年）30 頁。 
36 
 



































                                                   
112 我妻栄『債権各論上巻（民法講義Ⅵ）』岩波書店（1954 年）41 頁参照。 
37 
 




























                                                   
113 学説につき詳しくは、菅野耕毅『信義則および権利濫用の研究』信山社（1994 年）84 頁参照。 
114 我妻『債権各論上巻（民法講義Ⅵ）』41 頁参照。 
115 我妻栄『民法研究Ⅱ総則』有斐閣（1966 年）34-35 頁参照。 
116 信義則と権利濫用禁止とは、重複規定に過ぎないと主張する学説がある。石田穣『民法総則』悠々社 
（1992 年）44 頁；井川健『民法概論（第三版）』有斐閣（2005 年）12 頁; 
117 「権利濫用法理の濫用」についての論述は、平野『民法総則（第三版）』632 頁参照。 



































































































                                                   
120 田村善之「標準化と特許権－RAND 条項による対策の法的課題－」知的財産法政策学研究第 43 号







































                                                   
121 知的財産研究所「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究報告書」（2012 年 3 月）81 頁。（田
村善之担当部分） 
122 高林「標準化必須特許権侵害による損害賠償請求と権利の濫用」知財管理 Vol.63 No.12 1905-1907
頁参照。 
123 民法 537 条：「契約により当事者の一方が第三者に対してある給付をすることを約したときは、その
第三者は、債務者に対して直接にその給付を請求する権利を有する。 前項の場合において、第三者の権
利は、その第三者が債務者に対して同項の契約の利益を享受する意思を表示した時に発生する。」 
124 加賀山茂『契約法講義』日本評論社（2007 年）411-413 頁参照。 
125 所有権移転登記手続請求上告事件 最判昭和 37・6・26 
126 水辺芳郎『債権各論』三省堂（1998 年）66 頁参照。 
127 水辺『債権各論』64-65 頁参照。 
41 
 



































                                                   















































                                                   






第５章 裁判における FRAND 条項に基づく紛争処理 
 

























































件」（大判昭和 10・10・5 民集 14 巻 1965 頁）を契機として、大きな変化を見せた。その











て、「X の本訴損害賠償請求を排斥すべき理由を示さず、単に前記のような X 及び Y に生
じる各不利益を比較衡量しただけで、X の本訴損害賠償請求を棄却すべきものとした原審




                                                   
131 末川博『権利濫用の研究』岩波書店（1949 年）7 頁。 
132 菅野耕毅『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』信山社（2002 年）18 頁参照。  
133 ドイツ民法典の後にできたスイス民法には、そのような主観的な要件を設定することなく、権利の明
確な濫用は法の保護を受けないという一般規定が置かれている（スイス民法 2 条 2 項）。日本民法が昭和
22 年の改正で導入した権利濫用禁止の規定は、このスイス民法から影響を受けたものである。（平野『民
法総則（第三版）』630 頁参照。） 
134 我妻栄『新訂民法総則』岩波書店（1965 年）35 頁参照。 
135 菅野『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』87 頁参照。 
136 菅野『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』19 頁参照。 










































































                                                   
138 菅野『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』24 頁参照。 
139 谷口知平「権利濫用の効果」117 頁。 
140 遠藤浩ほか編『民法注解財産法Ⅰ』青林書院（1989 年）81 頁。 






































                                                   













件」（最判昭和 41・3・29 判例時報 446 号 43 頁）のように、債権者が弁済額の不足を理
由として受領を拒絶し、契約を解除したことが信義則に反するとされた場合は、賃貸借関
係は変動せず、ただ、賃借人に不足分を弁済すべきといった債務が残るだけである。また、






























                                                   
143 菅野『信義則の理論・民法の研究Ⅳ』35 頁参照 



































































































































 本件に係る各製品には、「iPhone 3GS（以下、本件製品 1 という）」、「iPhone4（以下、
本件製品 2 という」、「iPadWiFi+3G モデル（以下、本件製品 3 という）」、「iPad2WiFi+3G
モデル（以下、本件製品 4 という」」を含む。 
控訴人（特許登録原簿上の名称「サムスン エレクトロニクス カンパニー リミテッド」）
は、平成 18年 5月 4日、本件特許に係る国際特許出願（国際出願番号・PTC/KR2006/001699、
優先日・平成 17 年 5 月 4 日、優先権主張国・韓国、日本における出願番号・特願 2008-507565
号。）をし、平成 22 年 12 月 10 日、本件特許権の設定登録を受けた。 
本件特許の特許請求の範囲は、請求項 1 ないし 14 からなる。本稿では、そのうち、請求
項 8（移動通信システムにおけるデータを送信する装置である）に係る発明を「本件発明
1」、請求項 1（移動通信システムにおけるデータを送信する方法である）に係る発明を「本
件発明 2」といい、本件発明 1 及び 2 を併せて「本件各発明」と称する。 
 
６．１．２ 事案の背景 
 本件に係る各製品は、民間団体である 3GPP（Third Generation Partnership Project）
が策定した通信規格である UMTS 規格（Universal Mobile Telecommunications Systems）
                                                   
145 東京地方裁判所 債務不存在確認請求事件（平成 23 年（ワ）第 38969 号） 




 3GPP は、1998 年 12 月に、欧州の ETSI147、米国の ATIS（米国電気通信標準化連合）、
日本の ARIB（日本電波産業会）及び TTC（情報通信技術委員会）、韓国の TTA（韓国通
信技術協会）並びに中国の CCSA（中国通信標準化協会）により設立された民間的標準化
プロジェクトである。その設立は、UMTS と GSM の発展型ネットワークを基本とする
第三世代通信システム及びそれに続く第四世代移動通信システムに対応する仕様の検討・
作成を目的としている。 
 本件訴訟の控訴人であるサムスンは、ETSI の正会員であり、ETSI に加入する際、ETSI
の知的財産権の取扱いに関する方針（IPR ポリシー）を受け取った。 






ため、ETSI の IPR についての方針は、ETSI および会員、ETSI 規格および技術仕様を適
用するその他の、規格の準備および採用、適用への投資が、規格または技術仕様について
の必須 IPR を使用できない結果無駄になる可能性があるというリスクを軽減するための
ものである。この目的を達成するに当たり、ETSI の IPR についての方針では、通信分野
での一般利用の標準化の必要性と、IPR の所有者の権利との間のバランスを取ることが求
められる。148 
3.2 IPR の所有者は、ETSI の会員またはその関連会社、第三者であるかによらず、規格お
よび技術仕様の実装で、IPR の使用につき適切かつ公平に補償されるものとする。149」 
4 IPR の開示 
4.1 各会員は、自らが参加する規格または技術仕様の開発の間は特に、ETSI に必須 IPR
                                                   
147 ETSI は、欧州の電気通信事業に携わる標準化組織であり、1988 年に欧州委員会および欧州自由貿易
連合の公式認定を経て、フランスにて設立された独立の法人組織である。ヨーロッパ圏の電気通信標準の
全般に関わっていることから、ETSI が、ネットワーク事業者や通信技術開発会社、設備製造業者、研究
機構等計 60 以上の国・地域の 700 近いメンバーで構成されている。また、ETSI の定款によると、その
構成メンバーが正会員(Full Membership)、準会員(Associate Membership)、立会人（Observers）及び
顧問(Consultant)との四つに分けられている。 
148 “3.1 It is ETSI's objective to create STANDARDS and TECHNICAL SPECIFICATIONS that are based on 
solutions which best meet the technical objectives of the European telecommunications sector, as defined by the 
General Assembly. In order to further this objective the ETSI IPR POLICY seeks to reduce the risk to ETSI,  
MEMBERS, and others applying ETSI STANDARDS and TECHNICAL SPECIFICATIONS, that investment in the 
preparation, adoption and application of STANDARDS could be wasted as a result of an ESSENTIAL IPR for a 
STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION being unavailable. In achieving this objective, the ETSI IPR 
POLICY seeks a balance between the needs of standardization for public use in the field of telecommunications and 
the rights of the owners of IPRs.” 
149 “3.2 IPR holders whether members of ETSI and their AFFILIATES or third parties, should be adequately and 






その会員の IPR について ETSI の注意を喚起するものとする。150 




6.1 特定の規格または技術仕様に関連する必須 IPR が ETSI に知らされた場合、ETSI の
事務局長は、少なくとも以下の範囲で、当該の IPR における取消不能なライセンスを公正、










6.2 特許ファミリーの指定された構成要素に関する、第 6.1 項に従っての確約は、確約が
行われた時点で指定した IPR を除外する旨を明示する書面がある場合を除き、その特許フ
ァミリーのすべての既存および将来の必須 IPR に適用されるものとする。当該の除外の範
囲は、明示的に指定された IPR に限定されるものとする。153 
                                                   
150 “4.1 Subject to Clause 4.2 below, each MEMBER shall use its reasonable endeavors, in particular during the 
development of a STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION where it participates, to inform ETSI of 
ESSENTIAL IPRs in a timely fashion. In particular, a MEMBER submitting a technical proposal for a 
STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION shall, on a bona fide basis, draw the attention of ETSI to any of 
that MEMBER's IPR which might be ESSENTIAL if that proposal is adopted.” 
151 “4.3 The obligations pursuant to Clause 4.1 above are deemed to be fulfilled in respect of all existing and future 
members of a PATENT FAMILY if ETSI has been informed of a member of this PATENT FAMILY in a timely 
fashion. Information on other members of this PATENT FAMILY, if any, may be voluntarily provided.” 
152 “6.1 When an ESSENTIAL IPR relating to a particular STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION is 
brought to the attention of ETSI, the Director-General of ETSI shall immediately request the owner to give within 
three months an irrevocable undertaking in writing that it is prepared to grant irrevocable licenses on fair,  
reasonable and non-discriminatory (“FRAND”) terms and conditions under such IPR to at least the following 
extent: 
・MANUFACTURE, including the right to make or have made customized components and sub-systems to the 
licensee's own design for use in MANUFACTURE; 
・sell, lease, or otherwise dispose of EQUIPMENT so MANUFACTURED; 
・repair, use, or operate EQUIPMENT; and 
・use METHODS. 
The above undertaking may be made subject to the condition that those who seek licenses agree to reciprocate.”  
153 “6.2 An undertaking pursuant to Clause 6.1 with regard to a specified member of a PATENT FAMILY shall 








控訴人は、1998 年 12 月 14 日、ETSI に対し、UMTS 規格として ETSI が推進してい
る W-CDMA 技術に関し、控訴人の保有する必須 IPR ライセンスを、ETSI の IPR ポリシ
ー6.1 項に従って、「公正、合理的かつ非差別的な条件」（fair, reasonable and non-discriminatory 
terms and conditions）（以下「FRAND 条件」という）で許諾する用意がある旨の確約をし
た。 
控訴人は、2007 年 8 月 7 日、ETSI に対し、ETSI の IPR ポリシー4.1 項に従って、本件
出願の優先権主張の基礎となる韓国出願の出願番号、本件出願の国際出願番号（PCT／
KR2006／001699）等に係る IPR が、UMTS 規格に関連して必須 IPR であるか、又はそ
うなる可能性が高い旨を知らせるとともに、ETSI の IPR ポリシー6.1 項に準拠する条件
（FRAND 条件）で、取消不能なライセンスを許諾する用意がある旨の確約（以下「本件





 控訴人は、平成 23 年 4 月 21 日、被控訴人による本件各製品の生産、譲渡、輸入等の行
為が本件各発明に係る本件特許権の直接侵害又は間接侵害（特許法 101 条 4 号、5 号）を
構成する旨主張して、特許法 102 条に基づく差止請求権を被保全権利として、被控訴人に
対し、本件各製品の生産、譲渡、輸入等の差止め等を求める仮処分命令の申立て（東京地
方裁判所平成 23 年（ヨ）第 22027 号事件。以下「本件仮処分の申立て」という。）を行っ
た。 
被控訴人は、平成 23 年 9 月 16 日、本件訴訟を提起した。 
控訴人は、同年 12 月 6 日、「iPhone 4s」についても、同様の仮処分の申立て（東京地
方裁判所平成 23 年（ヨ）第 22098 号事件。以下「別件仮処分の申立て」という。）を行っ
た。 
東京地方裁判所は、平成 25 年 2 月 28 日、原判決を言い渡し、同日、本件仮処分の申立て
及び別件仮処分の申立てについても、控訴人による本件特許権の行使は権利濫用に当たる
                                                                                                                                                     
exclusion of specified IPRs at the time the undertaking is made. The extent of any such exclusion shall be limited to 
those explicitly specified IPRs.” 
154 “6.3 As long as the requested undertaking of the IPR owner is not granted, the COMMITTEE Chairmen should, 
if appropriate, in consultation with the ETSI Secretariat use their judgment as to whether or not the COMMITTEE 
should suspend work on the relevant parts of the STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION until the matter 




控訴人は、原判決を不服として、平成 25 年 4 月 15 日付けで本件控訴を提起した。 
 
６．１．４ 争点及び判旨 
本件の争点は、①本件各製品についての本件発明 1 の技術的範囲の属否(争点 1)、②本
件発明 2 に係る本件特許権の間接侵害（特許法 101 条 4 号、5 号）の成否（争点 2）、③特
許法 104 条の 3 第 1 項の規定による本件各発明に係る本件特許権の権利行使の制限の成否
（争点 3）、④本件各製品に係る本件特許権の消尽の有無（争点 4）、⑤控訴人の本件 FRAND
確約に基づく本件特許権のライセンス契約の成否（争点 5）、⑥控訴人による本件特許権に
基づく損害賠償請求権の行使の権利濫用の成否（争点 6）及び⑦損害額（争点 7）である。 
上記七つの争点のうち、1 ないし 4 はアップル製品が本件各発明の技術的範囲に属するか
否か、本件特許に無効審判において無効となるべき事由が存在するか（権利行使阻止の抗
弁）否かなど多岐にわたるものであるが、本章の問題点の関係では、争点 1 ないし争点 4
に対して判旨のみに触れるに留め、検討を行わない。 
各争点について、控訴審の判旨は以下の通りである。 
 本件製品 2 及び 4 は、本件発明 1 の技術的範囲に属するが、本件製品 1 及び 3 は、
本件発明 1 の技術的範囲に属しないと判断された。（争点１） 
 被控訴人が、本件製品 1 及 3 を輸入し、販売する行為が本件発明 2 に係る本件特許
権の間接侵害（特許法 101 条 4 号、5 号）に該当するものではないが、本件製品 2
及び 4 について間接侵害の成否は判断しなかった。（争点 2） 











 本件製品 2 及び 4 による本件特許権の侵害について、FRAND 条件によるライセン
ス料相当額が 995 万円程度となると判断された。（争点 7） 
 















６．２ 本件控訴事件における FRAND 確約の法的効果について 











他方、本件 FRAND 確約は、「ETSI の IPR ポリシーに基づいてされたところ、これを
補足する『IPR についての ETSI の指針』には、『可能性のあるライセンサー』『可能性の





                                                   
155 ETSI Guide on Intellectual Property Rights (IPRs) 4.4 “It is recognized that Non-Disclosure Agreements 
(NDAs) may be used to protect the commercial interests of both potential licensor and potential licensee during an 
Essential IPR licensing negotiation, and this general practice is not challenged. Nevertheless, ETSI expects its 
Members (as well as non-ETSI Members) to engage in an impartial and honest Essential IPR licensing negotiation 
process for FRAND terms and conditions.” 
156 ETSI Guide on Intellectual Property Rights (IPRs) 4.1 “Specific licensing terms and negotiations are 
commercial issues between the companies and shall not be addressed within ETSI. Technical Bodies are not the 
appropriate place to discuss IPR Issues. Technical Bodies do not have the competence to deal with commercial 
issues. Members attending ETSI Technical Bodies are often technical experts who do not have legal or business 
responsibilities with regard to licensing issues. Discussion on licensing issues among competitors in a standards 
59 
 




においても、本件 FRAND 確約を含めて、その IPR ポリシーに基づいてされた FRAND
確約が直ちにライセンス契約の成立を導くものではないことを前提としていると解され
る。」とした。  
さらには、「現在の ETSI の IPR ポリシーを制定するに当たっては、当初、利用者に『自
動ライセンス』を与えることを可能とするような規定とする試みが存在したところ、これ
に強い反対があり断念された結果、現在の IPR ポリシーが採用されたという経緯がある。
本件 FRAND 確約が契約の申込みであると解することは、ETSI の IPR ポリシーの制定過




















切であるかを直接検討してはいないが、ETSI の IPR ポリシーの関連する条文の引用及び
それに対する分析の結果から見れば、「契約交渉義務説」が適当であるように考えられる。
                                                                                                                                                     
making process can significantly complicate, delay or derail this process.” 
157 ETSI IPR Policy FAQs Answer 6“It is necessary to obtain permission to use patents declared as essential to 
ETSI's standards. To this end, each standard user should seek directly a license from a patent holder. In order to 





































                                                   
158 ETSI Guide on Intellectual Property Rights (IPRs) 1.1 “Members are fully entitled to hold and benefit from any 
IPRs which they may own, including the right to refuse the granting of licenses.” 
61 
 






















本件 FRAND 条項及びその確約に関する事情のうち、前述した ETSI の IPR ポリシーの
関連条文、「IPR についての ETSI の指針（ETSI Guide on IPRs）」の関連条文、及び「ETSI







                                                   
159 田村善之「標準化と特許権－RAND 条項による対策の法的課題－」において、FRAND 条項が、標準
の利用者に対して通常実施権を付与することを特許権者に義務でけるものであるかどうかについて、結論
が出されていないが、問題として指摘された。（知的財産法政策学研究（第 43 号）2013.11 73 頁。） 
160 民法（債権関係）部会第７１回会議（平成 25 年 2 月 26 日開催）において「中間試案」が決定。 
(法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900184.html 参照 Web 参照日 2014 年 4 月
16 日) 












































































（石原全「約款法の基礎理論」一橋論叢 第 115 巻 第 2 号 (1996 年) 539 頁参照。） 
164 法務省のまとめた「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」の第 59 条の 3「条項使用者
に不利な原則」、および民法（債権関係）部会の取りまとめた「民法（債権関係）の改正に関する要綱案
の取りまとめに向けた検討（11）」の第 3 の 4「相手方に過大な不利益を与える契約条項の効力」を参照。 
（法務省ホームページからアクセス） 
165 佐成実委員「比較法資料（ドイツ約款規制法全訳）」、安永貴夫委員「民法（債権関係）部会資料 75




















泉事件」（大判昭和 10・10・5 民集 14 巻 1965 頁）を契機として、大きな変化を見せた。」










Y に対し、土地所有者 X が不法占有を理由として土地明渡及び損害賠償を請求した事案に
おいて、「X の本訴損害賠償請求を排斥すべき理由を示さず、単に前記のような X 及び Y
に生じる各不利益を比較衡量しただけで、X の本訴損害賠償請求を棄却すべきものとした
                                                   
166 末川博『権利濫用の研究』岩波書店（1949 年）7 頁。 
167 菅野耕毅『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』信山社（2002 年）18 頁参照。  
168 ドイツ民法典の後にできたスイス民法には、そのような主観的な要件を設定することなく、権利の明
確な濫用は法の保護を受けないという一般規定が置かれている（スイス民法 2 条 2 項）。日本民法が昭和
22 年の改正で導入した権利濫用禁止の規定は、このスイス民法から影響を受けたものである。（平野『民
法総則（第三版）』630 頁参照。） 
169 我妻栄『新訂民法総則』岩波書店（1965 年）35 頁参照。 
170 菅野『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』87 頁参照。 
171 菅野『権利濫用の理論・民法の研究Ⅴ』19 頁参照。 
172 白羽祐三「シカーネと権利濫用論」新報 87 巻 12 号（1981 年）1 頁。 
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による本件特許権に基づく差止請求権の行使は、権利の濫用（民法 1 条 3 項）に該当し、
許されない」と判断した。 
 実際に、本件特許のライセンス交渉について、次のような事実が裁判所に認められた。
即ち、「① 控訴人は、平成 23 年 7 月 25 日に、被控訴人に対し、控訴人の必須特許ポート
フォリオについてのライセンス条件として、具体的な料率を提示した。②被控訴人は同年
8 月 18 日に、ライセンス料率の上限を提示し、平成 24 年 3 月 4 日に、さらに数桁小さい
料率をロイヤリティとして支払う旨のライセンス契約の申出をした。③ これに対して、控
訴人は、被控訴人が控訴人の提示を不本意とするならば、被控訴人において具体的な提案
をするよう要請した。④ 控訴人は、同年 9 月 14 日に、ライセンス料算定の基礎となる価
格の上限引下げの提案等をした。⑤ 控訴人は、同年 12 月 3 日に、当初提案の料率を半分
以下にする提案をした」176等が争いのない事実として認められた。 
 前述の交渉経緯に対して、裁判所は、「控訴人は、平成 23 年 7 月 25 日にライセンス提




                                                   
173 東京地裁 H23 年（ヨ）第 22027 号事件。 
174 東京地裁 H23 年（ヨ）第 22098 号事件。 
175 知財高裁 H25 年（ラ）第 10007 号、及び第 10008 号事件。 





































                                                   
177 同上 134 頁参照。 
178 同上 134 頁参照。 





















                                                   
180 最判昭和 37 年（オ）第 747 号、最高裁判所民事判例集 18 巻 6 号 1220 頁。 
181 内田貴『民法Ⅱ（債権各論・第三版）』2011 年 東京大学出版会 243 頁参照。 
182 信頼の保護理論を論じた代表的著作として、戸田知行『信頼責任の原理』（2004 年・信山社）、多田利
隆『信頼保護における帰責の理論』（1996 年・信山社）等が挙げられる。  
183 前掲内田『民法Ⅱ（債権各論・第三版）』24 頁参照。 
184  ①最判平成 17 年（授）第 869 号「損害賠償請求事件」、最高裁裁判集民事 223 号 343 頁。     























































も、上記の真の「意思」が、ETSI の IPR ポリシー及びそれを補足する「IPR についての
                                                   
185 戸田知行『信頼責任の原理』（2004 年）信山社 373 頁。 
186 「合理的な期待」を提出する学説：長尾治助『債務不履行の帰責事由』（1975 年）有斐閣。 
187 前掲戸田『信頼責任の原理』340 頁参照。 
188 前掲戸田『信頼責任の原理』443 頁参照。 
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189 前掲注： ①最判平成 17 年（授）第 869 号「損害賠償請求事件」、②最判平成 17 年（受）第 1016 号








 本件訴訟における争点 7（損害額）について、知財高裁は、FRAND 条件によるラ
イセンス料相当額を損害賠償額として算定した。裁判所により FRAND 条件下でのラ




























                                                   
191 Microsoft, Corp. v. Motorola, Inc. 2013. U.S. Dist. LEXIS 60233 (W.D. Wash. Apr.25.2013) 




























                                                   
193 知財高裁による意見募集の知らせ（http://www.noandt.com/topics/pdf/20140123.pdf Web 参照日







































                                                   





































                                                   









































































                                                   
196 日本商事仲裁協会による「仲裁のご案内」5‐6 頁（http://www.jcaa.or.jp/arbitration/docs/pamph-j.pdf）
に参照。（Web 参照日 2014 年 8 月 20 日） 






























                                                   
198 WIPO Expedited Arbitration Rules（2002 年 10 月 1 日に実施、2014 年 6 月 1 日に改正）。 




WIPO 簡易仲裁規則第 56 条参照： 
「(a) The arbitration should, wherever reasonably possible, be heard and the proceedings declared 
closed within not more than three months after either the delivery of the Statement of Defense or the 
establishment of the Tribunal, whichever event occurs later. The final award should, wherever 
reasonably possible, be made within one month thereafter. 
 (b) If the proceedings are not declared closed within the period of time specified in paragraph (a),  
the Tribunal shall send the Center a status report on the arbitration, with a copy to each party. It 
shall send a further status report to the Center, and a copy to each party, at the end of each ensuing 
period of one month during which the proceedings have not been declared closed. 
(c) If the final award is not made within one month after the closure of the proceedings, the Tribunal 
shall send the Center a written explanation for the delay, with a copy to each party. It shall send a 
further explanation, and a copy to each party, at the end of each ensuing period of one month until 







































                                                   
201 必須判断人を標準化組織に委ねるべきであるという意見を持っている学者：馬海生「技術標準に係る
必須特許問題研究」知識産権（2011 年 2 期） 
202 標準化組織自身が、必須特許の調査・選定を行う一つの例もある。米国の電信工業連合（TIA）の場
合、TIA は関連する企業に標準に関わる特許情報を収集している旨を発表し、若し情報がもたされた場合
には、TIA 自身が即座に調査を行うという体制をとっている。（中央知的財産研究所研究報告第 14 号「技





























                                                   
203 MPEG2 標準について、現在、シティーユーワ法律事務所の尾崎英男弁護士（日本特許）、PROSKAUER 
ROSE LLP の Dr. Kenneth Rubenstein（米国特許）、COHAUSZ & FLORACK の Mr. Gottfried Schull 
(欧州特許)、MOON & MOON Intl.の Mr. Doo-Hyun Moon（韓国特許）が、それぞれの地域の必須判断
を担当している。加藤恒「パテントプール概説（改訂版）」（2009 年）発明協会 123 頁参照。   
204 2008 年、フィンランドのノキア会社とアメリカの Inter Digital 会社との特許訴訟で、イギリス高等
裁判所は、Inter Digital 会社の係る三つの特許又は一つのクレームが ETSI による策定された 3G UMTS
標準に対して必須ではないという判決を言い渡した。それは技術標準に関わる特許の必須性に対して初め
ての判決である(http://www.sipo.gov.cn/dtxx/gw/2008/200804/t20080401_353827.html 参照 Web 参照
日 2014 年 6 月 6 日)。 
205 日本知的財産仲裁センターは、日本弁理士会と日本弁護士連合会が 1998 年 3 月に工業所有権の分野
での紛争処理を目的として「工業所有権仲裁センター」という名称で設立し、同年 4 月 1 日より運営を
開始した ADR 機関である。 
206 例えば、日本知的財産仲裁センターが、2006 年からテレビジョンのデジタル放送規格（ARIB 標準規
格）のパテントプールに含むべき必須特許を判定している。































補完する WIPO ドメイン名紛争統一処理方針補則を作成した209。 
                                                   
207 スイスのジュネーブにある WIPO 調停仲裁センターは 、知的財産に関する紛争を裁判外紛争処理手
段(ADR)によって解決することを促進するため 、1994 年に設立された 。この目的を達成するため 、
ADR や知的財産に関する多くの主要な実務家や学者の方々の積極的な参加を得て 、センターは WIPO
調停規則 、仲裁規則 、簡易仲裁規則およびその契約条項を策定した（http://arbiter.wipo.int により Web
参照日 2014 年 7 月 6 日）。 
208 ICANN（Internet Corporation for Assigned Names and Numbers）とは、インターネット上で利用
されるアドレス資源(IP アドレス、ドメイン名、ポート番号など)の標準化や割り当てを行う組織。 










































会は、1985 年 6 月 21 日に、このモデル法を採択した。 
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